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「
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
」
は
北
海
道
に

　
　

何
を
も
た
ら
す
か
（
下
）

中
小
企
業
と
地
域
経
済
発
展
で

雇
用
創
出
、
道
民
生
活
を
守
る

　

公
共
事
業
の
拡
大
が
道
内
の
景
気

の
拡
大
に
そ
れ
ほ
ど
有
効
で
な
い
だ

け
で
な
く
、
イ
ン
フ
レ
狙
い
の
金
融

緩
和
と
消
費
税
増
税
に
よ
っ
て
、
今

後
の
道
民
生
活
と
地
域
経
済
が
大
き

な
危
機
に
見
舞
わ
れ
る
こ
と
は
明
ら

か
で
す
。
で
は
、
雇
用
を
守
り
地
域

経
済
を
発
展
さ
せ
る
た
め
、
当
面
何

が
求
め
ら
れ
る
の
か
を
考
え
て
み
た

い
と
思
い
ま
す
。

１
・
消
費
税
の
引
き
上
げ
を
中
止
さ

せ
る

　

消
費
税
が
戻
し
税
と
し
て
還
付
さ

れ
て
「
濡
れ
手
に
粟あ
わ

」
の
利
益
を
受

け
る
輸
出
企
業
は
別
に
し
て
、
道
内

の
製
造
業
は
、
内
需
に
支
え
ら
れ
る

生
活
関
連
型
企
業
が
多
数
を
占
め
て

い
ま
す
。
ま
た
、
建
設
業
や
卸
小
売

業
は
も
ち
ろ
ん
、
サ
ー
ビ
ス
業
も
直

接
、
間
接
に
道
民
の
消
費
に
支
え
ら

れ
て
い
ま
す
。
消
費
税
の
増
税
は
、

道
民
生
活
を
直
撃
し
、
消
費
を
冷
え

込
ま
せ
る
だ
け
で
な
く
、
税
負
担
が

直
接
、
中
小
企
業
の
経
営
を
追
い
込

み
ま
す
。
道
内
経
済
の
再
生
の
た
め

に
は
、
絶
対
に
増
税
の
実
施
を
中
止

さ
せ
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

２
・
道
民
の
消
費
購
買
力
を
高
め
る

　

道
民
の
個
人
消
費
を
引
き
上
げ
る

決
め
手
は
二
つ
あ
り
ま
す
。

　

一
つ
は
働
く
人
々
の
賃
金
を
引
き

上
げ
、
道
民
の
消
費
購
買
力
を
増
や

す
こ
と
で
す
。
不
況
が
続
く
も
と
で

企
業
は
生
き
残
り
の
た
め
に
従
業
員

の
賃
下
げ
を
お
こ
な
い
、
非
正
規
雇

用
に
置
き
換
え
て
い
ま
す
。
こ
う
し

た
動
き
は
、
社
会
的
規
制
が
な
け
れ

ば
歯
止
め
が
か
か
り
ま
せ
ん
。
最
低

賃
金
の
大
幅
な
引
き
上
げ
と
非
正
規

雇
用
を
抜
本
的
に
制
限
す
る
労
働
法

の
改
正
が
必
要
で
す
。

　

中
小
企
業
の
下
請
け
単
価
も
、
社

会
的
に
み
れ
ば
労
働
者
の
賃
金
水
準

に
規
定
さ
れ
て
い
ま
す
。
従
っ
て
中

小
企
業
に
と
っ
て
も
、
一
見
、
経
営

に
不
利
に
見
え
る
最
低
賃
金
の
引
き

上
げ
が
、
請
負
単
価
や
下
請
け
製
品

単
価
の
上
昇
に
つ
な
が
り
ま
す
。
派

遣
、
ア
ル
バ
イ
ト
な
ど
の
非
正
規
労

働
者
に
銀
行
は
住
宅
ロ
ー
ン
を
貸
し

ま
せ
ん
。
若
者
の
半
数
が
非
正
規
雇

用
の
現
在
、
新
築
住
宅
の
着
工
が
増

え
る
わ
け
が
な
い
の
で
す
。

　

個
人
消
費
を
冷
や
し
て
い
る
も
う

北
海
道
地
域
・
自
治
体
問
題
研
究
所
事
務
局
長

三
浦　

泰
裕
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一
つ
の
大
き
な
原
因
は
、
各
種
社
会

保
障
費
の
負
担
増
と
給
付
の
縮
小
で

す
。
健
康
保
険
料
と
厚
生
年
金
保
険

料
は
、
毎
年
上
が
っ
て
き
ま
し
た
。

国
民
健
康
保
険
料
や
介
護
保
険
料
も

自
治
体
に
よ
っ
て
金
額
に
違
い
が
あ

り
ま
す
が
、
基
本
的
に
は
引
き
上
げ

が
続
い
て
き
ま
し
た
。
こ
れ
ま
で
も

年
金
、
医
療
、
介
護
保
険
の
給
付
削

減
が
お
こ
な
わ
れ
て
き
ま
し
た
が
、

さ
ら
に
今
後
も
目
白
押
し
で
す
。

　

金
融
広
報
中
央
委
員
会
の
調
査
で

は
、
単
身
世
帯
の
金
融
資
産
の
保
有

目
的
の
第
１
位
が
「
老
後
の
生
活
資

金
」
と
な
り
ま
し
た
。
２
０
０
７
年

の
調
査
開
始
以
来
、
初
め
て
の
こ
と

で
す
（
12
年
10
月
31
日
「
家
計
の
金

融
行
動
に
関
す
る
世
論
調
査
」）。
若

者
も
お
年
寄
り
も
生
活
が
ま
す
ま
す

厳
し
く
な
る
な
か
で
、
老
後
が
心
配

で
わ
ず
か
ば
か
り
の
蓄
え
を
使
う
こ

と
も
で
き
ず
、
そ
の
た
め
に
地
域
に

お
金
が
回
ら
な
い
の
で
す
。
農
村
で

は
、
お
年
寄
り
の
年
金
が
地
域
の
主

要
な
購
買
力
と
な
り
、
医
療
や
介
護

の
職
場
が
若
者
の
雇
用
の
場
に
な
っ

て
い
ま
す
。
社
会
保
障
の
負
担
増
と

社
会
的
給
付
の
削
減
を
止
め
さ
せ
、

大
企
業
や
資
産
家
へ
の
課
税
を
強
化

し
、
社
会
保
障
の
充
実
を
図
る
こ
と

が
内
需
を
増
や
す
カ
ギ
で
す
。

３
・
公
共
事
業
の
転
換
と
住
民
要
求

に
基
づ
く
民
需
の
掘
り
起
こ
し
、
中

小
建
設
業
者
へ
の
優
先
発
注

　

全
国
で
公
共
投
資
が
削
減
さ
れ
て

き
た
な
か
で
、
都
市
部
の
空
港
、
首

都
圏
の
圏
央
道
（
首
都
圏
中
央
連
絡

自
動
車
道
）
や
高
速
道
路
、
大
型
港

湾
な
ど
に
予
算
が
集
中
し
、
相
対
的

に
削
減
が
大
き
い
地
方
で
は
、
ダ
ム

や
高
速
道
路
建
設
が
優
先
さ
れ
、
地

域
社
会
を
支
え
る
生
活
イ
ン
フ
ラ
へ

の
投
資
は
減
り
ま
し
た
。
そ
の
結
果
、

都
市
で
も
地
方
で
も
仕
事
は
ゼ
ネ
コ

ン
に
集
中
し
、
地
域
の
中
小
建
設
業

者
の
仕
事
は
激
減
し
た
の
で
す
。

　

今
、
全
国
ど
こ
で
も
新
設
30
年
以

上
を
経
過
し
た
橋
き
ょ
う

梁り
ょ
う、
道
路
、
上
下

水
道
、
施
設
な
ど
既
存
公
共
イ
ン
フ

ラ
の
老
朽
化
が
進
行
す
る
時
代
に
突

入
し
て
い
ま
す
。
道
路
を
例
に
と
る

と
、「
全
国
の
国
道
と
地
方
道
を
合

わ
せ
た
道
路
総
延
長
は
約
１
２
１
万

㌔
㍍
。
う
ち
、
都
道
府
県
道
が
約
13

万
㌔
㍍
、
市
町
村
道
は
１
０
２
万
㌔

㍍
で
、
95
％
を
地
方
道
が
占
め
」

（
13
年
１
月
20
日
付
し
ん
ぶ
ん
赤
旗
）

ま
す
。
こ
の
地
方
道
の
維
持
補
修
は
、

小
泉
内
閣
（
当
時
）
の
「
三
位
一
体

改
革
」
の
も
と
で
市
町
村
の
維
持
管

理
事
業
へ
の
補
助
を
廃
止
・
縮
小
し

た
結
果
、
ほ
と
ん
ど
お
こ
な
わ
れ
て

い
ま
せ
ん
。
都
市
で
も
地
方
で
も
、

住
民
生
活
関
連
の
イ
ン
フ
ラ
整
備
が

待
っ
た
な
し
で
必
要
に
な
る
な
か
、

公
共
投
資
を
新
規
か
ら
「
維
持
、
管

理
、
更
新
」
に
事
業
の
力
点
を
移
す

内
容
の
転
換
が
求
め
ら
れ
て
い
る
の

で
す
。

　

加
え
て
地
域
内
循
環
の
視
点
か
ら

は
、
公
共
事
業
の
地
元
中
小
建
設
業

者
へ
の
優
先
発
注
が
求
め
ら
れ
ま
す
。

新
潟
県
の
「
地
域
保
全
型
工
事
」
発

注
制
度
は
、
県
内
に
主
と
し
た
営
業

所
が
あ
り
、
過
去
に
県
が
管
理
す
る

施
設
の
除
雪
や
点
検
・
パ
ト
ロ
ー
ル

な
ど
の
実
績
の
あ
る
企
業
を
あ
ら
か

じ
め
「
地
域
貢
献
地
元
企
業
」
と
認

定
し
、
安
全
・
安
心
に
か
か
わ
る
工

事
な
ど
を
優
先
発
注
す
る
、
と
い
う

も
の
で
す
。
07
年
に
実
施
、
11
年
に

は
発
注
件
数
が
５
倍
、
金
額
は
７
倍

に
増
え
、
そ
れ
ぞ
れ
１
３
７
１
件
、

２
６
９
億
円
に
な
っ
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
自
治
体
の
数
万
か
ら
数
十

万
円
の
小
規
模
な
修
繕
工
事
を
、
登

録
し
て
い
る
地
元
の
小
規
模
建
設
業

者
に
順
次
発
注
す
る
「
小
規
模
工
事

登
録
制
度
」
も
各
地
に
広
が
っ
て
い

ま
す
（
20
ペ
ー
ジ
帯
広
市
の
資
料
参

照
）。
こ
う
し
た
例
に
な
ら
い
、
自

治
体
が
お
こ
な
う
公
共
事
業
の
地
元

建
設
業
者
へ
の
優
先
発
注
を
広
げ
て

い
く
こ
と
が
必
要
で
す
。

　

北
海
道
の
住
宅
や
民
間
の
建
物
の

耐
震
化
は
、
ほ
と
ん
ど
進
ん
で
い
ま

せ
ん
。
住
宅
の
耐
震
化
診
断
や
耐
震

改
修
へ
の
補
助
制
度
を
広
げ
る
必
要

が
あ
り
ま
す
。
ま
た
、
住
民
の
高
齢
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化
に
伴
い
住
宅
改
修
の
需
要
も
高
ま

っ
て
お
り
、
自
治
体
が
実
施
し
て
い

る
「
住
宅
リ
フ
ォ
ー
ム
助
成
制
度
」

が
地
域
の
仕
事
お
こ
し
に
大
き
な
役

割
を
果
た
し
て
い
ま
す
。
帯
広
市
の

住
宅
リ
フ
ォ
ー
ム
助
成
制
度
で
は
、

４
０
０
０
万
円
の
補
助
に
対
し
て
４

億
円
分
の
建
築
工
事
が
お
こ
な
わ
れ

ま
し
た
。
経
済
波
及
効
果
は
全
体
で

７
億
円
を
超
え
る
と
市
は
試
算
し
て

い
ま
す
。
住
宅
関
連
工
事
の
地
域
経

済
へ
の
経
済
波
及
効
果
は
高
く
、
こ

う
し
た
施
策
を
自
治
体
任
せ
に
せ
ず
、

政
府
に
も
実
施
さ
せ
る
必
要
が
あ
り

ま
す
。

　

安
倍
晋
三
政
権
は
、
12
年
度
補
正

予
算
で
３
兆
円
規
模
の
公
共
事
業
を

お
こ
な
い
ま
す
。
同
時
に
、
補
正
予

算
で
実
施
し
た
公
共
事
業
の
自
治
体

負
担
の
８
割
、
約
１
兆
４
０
０
０
億

円
を
13
年
度
予
算
で
自
治
体
へ
「
地

域
の
元
気
臨
時
交
付
金
（
地
域
経
済

活
性
化
・
雇
用
創
出
臨
時
交
付
金
）」

と
し
て
交
付
す
る
予
定
で
す
。
１
年

半
の
間
に
、
自
治
体
の
公
共
事
業
は

４
兆
４
０
０
０
億
円
か
さ
上
げ
実
施

さ
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。
こ
う
し

た
予
算
に
つ
い
て
、
地
域
住
民
の
立

場
か
ら
積
極
的
に
仕
事
を
提
案
し
、

地
元
中
小
建
設
業
者
に
優
先
発
注
す

る
こ
と
を
求
め
る
運
動
が
必
要
で
す
。

４
・
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
活
用
で
仕

事
と
雇
用
を
生
み
出
す

　
「
林
業
の
町
、
下
川
町
は
中
心
市

街
地
の
電
力
や
暖
房
エ
ネ
ル
ギ
ー
の

自
給
を
め
ざ
し
、
２
０
１
４
年
度
、

木
質
バ
イ
オ
マ
ス
燃
料
を
主
原
料
と

す
る
熱
電
供
給
プ
ラ
ン
ト
の
建
設
に

着
手
す
る
」（
13
年
１
月
４
日
付
北

海
道
新
聞
）、「
鹿
追
町
は
２
０
１
３

年
度
、
家
畜
ふ
ん
尿
を
原
料
に
使
っ

た
国
内
最
大
の
バ
イ
オ
マ
ス
発
電
プ

ラ
ン
ト
の
建
設
に
着
手
す
る
」（
13

年
１
月
11
日
付
北
海
道
新
聞
）
と
、

相
次
い
で
自
治
体
が
自
然
エ
ネ
ル
ギ

ー
活
用
の
計
画
を
打
ち
出
し
ま
し
た
。

大
事
な
の
は
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
自
給

す
る
こ
と
に
よ
り
地
域
で
仕
事
と
雇

用
が
増
え
て
、
資
金
の
地
域
内
循
環

が
起
き
る
こ
と
で
す
。

　

北
海
道
は
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
宝

庫
と
言
わ
れ
て
い
ま
す
。
小
規
模
な

風
力
発
電
や
ペ
レ
ッ
ト
ス
ト
ー
ブ
に

よ
る
暖
房
な
ど
を
推
進
す
る
こ
と
で
、

中
小
企
業
の
仕
事
の
展
望
が
広
が
り

ま
す
。
各
地
で
研
究
会
も
広
が
っ
て

い
ま
す
（
21
ペ
ー
ジ
写
真
）。

５
・
Ｔ
Ｐ
Ｐ
交
渉
へ
の
参
加
を
止
め

さ
せ
、
北
海
道
農
業
を
守
り
６
次
産

業
化
に
一
層
の
努
力
を

　

カ
ロ
リ
ー
ベ
ー
ス
の
食
料
自
給
率

が
39
％
に
落
ち
て
い
る
日
本
に
と
っ

て
、
北
海
道
農
業
が
極
め
て
重
要
な

位
置
を
占
め
て
い
ま
す
。
し
か
し
輸

入
自
由
化
・
価
格
保
障
の
廃
止
な
ど

の
農
業
切
り
捨
て
政
策
に
よ
っ
て
農

業
従
事
者
は
減
り
続
け
、
高
齢
化
が

進
ん
で
い
ま
す
。
北
海
道
の
耕
作
放

棄
地
は
１
万
㌶
（
札
幌
ド
ー
ム
２
０

０
０
個
相
当
）
を
超
え
、
そ
の
７
割

は
す
で
に
再
生
不
可
能
と
言
わ
れ
て

い
ま
す
。

　

安
倍
首
相
は
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
（
環
太
平
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洋
連
携
協
定
）
交
渉
へ
の
参
加
に
踏

み
出
し
ま
し
た
。
北
海
道
庁
は
、

「
Ｔ
Ｐ
Ｐ
へ
の
参
加
に
よ
り
道
内
の

農
業
産
出
額
は
５
５
６
３
億
円
、
関

連
産
業
も
５
２
１
５
億
円
そ
れ
ぞ
れ

減
り
、
加
え
て
地
域
経
済
も
９
８
５

９
億
円
減
少
す
る
」
と
試
算
し
ま
し

た
。
結
果
、
農
家
は
３
万
３
０
０
０

戸
、
雇
用
も
17
万
３
０
０
０
人
失
わ

れ
、
農
業
だ
け
で
な
く
地
域
の
経
済

と
社
会
が
崩
壊
す
る
事
態
に
直
面
し

ま
す
。
た
だ
ち
に
Ｔ
Ｐ
Ｐ
へ
の
参
加

を
中
止
し
、
む
し
ろ
抜
本
的
に
農
業

支
援
策
を
拡
大
す
べ
き
で
す
。

　

さ
ら
に
、
こ
れ
ま
で
道
内
各
地
で

進
め
ら
れ
て
き
た
、
農
産
物
や
水
産

物
を
地
域
で
製
造
・
加
工
し
、
付
加

価
値
を
付
け
ブ
ラ
ン
ド
化
し
て
流
通

に
乗
せ
る
「
６
次
産
業
化
」
の
取
り

組
み
を
、
一
層
す
す
め
る
努
力
が
必

要
で
す
。

６
・
中
小
企
業
振
興
条
例
で
中
小
企

業
、
市
民
が
一
体
に
な
っ
て
地
域
振

興
を

　

各
地
の
自
治
体
で
中
小
企
業
振
興

条
例
の
制
定
が
進
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

地
域
経
済
の
再
生
を
図
る
た
め
、
自

治
体
が
地
元
の
中
小
企
業
や
農
業
者

の
技
術
革
新
、
人
材
育
成
な
ど
を
支

援
す
る
仕
組
み
で
す
。
こ
れ
ら
の
取

り
組
み
は
、
い
ず
れ
も
経
済
主
体
の

企
業
や
農
民
だ
け
で
で
き
る
も
の
で

は
な
く
、
金
融
機
関
や
大
学
な
ど
の

研
究
機
関
、
市
民
が
連
携
し
、
そ
れ

ら
を
行
政
が
調
整
、
主
導
す
る
仕
組

み
が
な
け
れ
ば
有
効
に
動
き
ま
せ
ん
。

こ
の
取
り
組
み
の
先
進
地
で
あ
る
帯

広
市
は
、
市
と
中
小
企
業
、
市
民
が

一
体
に
な
り
、
地
元
信
用
金
庫
を
巻

き
込
ん
だ
取
り
組
み
で
成
果
を
上
げ

て
き
ま
し
た
。

　

中
小
企
業
金
融
円
滑
化
法
が
今
年

３
月
で
打
ち
切
ら
れ
る
な
か
、
自
治

体
の
制
度
融
資
を
は
じ
め
と
し
た
中

小
企
業
へ
の
新
た
な
金
融
支
援
策
が

求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。
中
小
企
業
振

興
条
例
の
制
定
と
条
例
を
基
に
し
た

中
小
企
業
支
援
策
に
期
待
が
広
が
っ

て
い
ま
す
。

　

加
え
て
、
公
契
約
条
例
の
制
定
も

大
切
で
す
。
自
治
体
は
さ
ま
ざ
ま
な

仕
事
を
民
間
に
発
注
、
委
託
し
ま
す
。

公
契
約
条
例
は
、
受
注
、
受
託
企
業

の
労
働
者
の
賃
金
に
最
低
基
準
を
定

め
る
も
の
で
す
。
地
域
経
済
を
支
え

る
の
は
働
く
人
々
の
消
費
購
買
力
で

あ
る
こ
と
を
考
え
れ
ば
、
当
然
の
こ

と
で
す
。

７
・
中
小
企
業
の
再
投
資
で
内
発
的

循
環
経
済
を
発
展
さ
せ
る

　

京
都
大
学
大
学
院
の
岡
田
知
弘
教

授
は
、「
こ
れ
ま
で
地
方
は
経
済
振

興
を
企
業
誘
致
に
頼
る
傾
向
が
あ
り

ま
し
た
。
…
企
業
誘
致
は
、
そ
の
地

域
投
資
を
長
期
間
持
続
さ
せ
、
雇
用

を
生
み
、
所
得
を
域
内
で
循
環
さ
せ

る
力
は
強
く
な
い
。
し
か
も
先
端
産

業
ほ
ど
地
元
で
部
品
調
達
は
難
し
く
、

波
及
効
果
が
出
に
く
い
の
で
す
」

「
地
方
は
今
後
、
地
元
の
中
小
企
業

な
ど
が
地
域
内
で
投
資
を
繰
り
返
す

『
地
域
内
再
投
資
力
』
を
、
自
治
体

の
主
導
で
強
化
す
る
必
要
が
あ
り
ま

す
」（
12
年
11
月
30
日
付
北
海
道
新

聞
）
と
述
べ
て
い
ま
す
。

　

私
た
ち
は
今
、
自
公
政
権
の
悪
政

の
一
つ
一
つ
を
阻
止
し
な
が
ら
、
一

方
で
地
域
の
人
々
の
力
を
結
集
す
る

取
り
組
み
に
力
を
尽
く
さ
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
の
で
す
。

�

（
み
う
ら　

や
す
ひ
ろ
）

自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
つ
い
て
討
議
し
た

「
十
勝
ま
ち
づ
く
り
研
究
会
」


